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法定公告は、法令によって掲載すること

が義務付けられているものですから、その

内容は真実を正確に表現したものでなけれ

ばならないことはいうまでもありません。

万一、虚偽又は不正な公告をした場合に

は、公告としての効力が失われる場合があ

るばかりでなく、民事上、刑事上の責任を

問われることもありますから、公告原稿を

作成される際には、留意してください。

会社の行う法定公告
…………………………………………………………………………………………………………………………

会社の行う法定公告は、合併公告・資本金の額の減少公告・準備金の額の減少公告・解散公告などの

ように、法令で官報掲載と定められているものと、決算公告・株券提出公告・基準日設定公告などのよ

うに、官報、日刊新聞紙（時事に関する事項を掲載するもの）又は電子公告のいずれかに掲載するもの

があります。そのいずれに掲載するかは、会社の定款によって定めることになっています。

官報は、民法や会社法等に基づく法定公告を掲載するため弾力的な紙面づくりを行っています。

会社法定公告等の掲載記事は、国立印刷局ホームページ（https://www.npb.go.jp/）の「インターネッ

ト版官報」で閲覧することができます。

会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ １



料金は１行（２２字）３，２６３円×行数＋税です。掲載方法等について不明
な点がありましたら、最寄りの公・広告取次所にご相談ください（裏表紙参照）。

会社の実情によりこれらの掲載例が必ずしも適当でない場合がありますので、お客様ご自身

で法律の専門家にご確認のうえ原稿作成をしていただきますようお願いいたします。

�

※
掲
載
料
金
は
、
令
和
四
年
一
月
一
日
現
在
の
も
の
で
す
。

法
定
公
告
の
ご
説
明
と
記
載
例

�．法定公告には、次の�種類があります。

⑴ 必ず「官報」によらなければならない債権者に向けた異議申述等公告

⑵ 定款上の公告方法によらなければならない株主等に向けた通知公告及び決算公告

（注）定款で定めていない場合の公告方法は「官報」とされます（会社法第９３９条第４項）。

�．債権者異議申述公告には、最終貸借対照表の開示状況
を記載する必要があります。

【最終貸借対照表の開示状況の記載】

（※１）官報で公告しているときは、当該官報の日付及び当該公告が掲載されてい

る頁

（※２）時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙で公告しているときは、当該新聞

の名称、日付及び当該公告が掲載されている頁

（※３）電子公告により公告しているときは、公告が掲載されているホームページ

等のアドレス

（※４）会社法の規定に基づきホームページ等による開示をしているときは、当該

ホームページ等のアドレス

（※５）金融商品取引法第２４条第１項により有価証券報告書を提出しているとき

は、その旨

（※６）特例有限会社の場合は、決算公告が不要である旨

（※７）最終事業年度がない（未到来又は決算が確定していない）ときは、その旨

（※８）清算株式会社である場合は、その旨

（※９）上記以外の場合は最終事業年度に係る貸借対照表の要旨の内容

【注】 持分会社（合名会社・合資会社・合同会社）では最終貸借対照表の開示状況の記載は不要です。

上記（※１）から（※９） の実際の公告例は、４頁以下の公告記載例❶から❼までをご参照ください。

２



法
定
必
須

記
載
事
項

情
報
開
示

事
項
の
例

法
定
必
須

記
載
事
項

当事者事項 貸借対照表事項

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

東
京
都
〇
〇
区
〇
〇
〇
〇
町
〇
〇
番
地

（
甲
）
〇
〇
〇
〇
株
式
会
社

代
表
取
締
役

〇
〇

〇
〇

〇
〇
県
〇
〇
〇
市
〇
町
〇
〇
番
地

（
乙
）
〇
〇
〇
〇
株
式
会
社

代
表
取
締
役

〇
〇

〇
〇

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お
り

で
す
。

（
甲
）
掲
載
紙

官
報

掲
載
の
日
付

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

掲
載
頁

〇
〇
頁
（
号
外
第
〇
〇
号
）

（
乙
）
掲
載
紙

官
報

掲
載
の
日
付

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

掲
載
頁

〇
〇
頁
（
号
外
第
〇
〇
号
）

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

こ
の
合
併
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

一
、
合
併
効
力
発
生
日

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

二
、
合
併
承
認
決
議

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
開
催

予
定
の
株
主
総
会
決
議
に
よ
る
。

三
、
合
併
比
率

共
通
の
完
全
親
会
社
を
有
す
る
完
全
子

会
社
同
士
の
合
併
に
つ
き
定
め
て
お
り
ま
せ
ん
。

四
、
増
加
資
本
金
の
額

増
加
し
ま
せ
ん
。

五
、
そ
の
他

効
力
発
生
日
を
も

て
商
号
を
〇
〇
〇
株

式
会
社
と
変
更
し
、
甲
の
本
店
を
乙
の
本
店
所
在
場
所

に
移
転
い
た
し
ま
す
。

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を
承

継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

�．公告は、ますます重要な情報開示手段となりました。

�．記載例の見方

下記の情報開示事項部分は会社が任意に記載する部分です。

⑴ 上記３のとおり、情報開示事項を自由に記載できる形式に作成してあります（記載例❶か

ら31までの緑色部分がその例です）。

⑵ 株主総会等の決議機関や決議時期、総会決議不要の簡易組織再編や略式組織再編であるこ

となども、情報開示事項の１つになります。

⑶ 公告文例のうち「…公告します」とある場合には、債権者以外の株主や新株予約権者、登

録株式質権者等に向けた通知の代用としての公告（本書では「株主等通知公告」）を兼ねて

いることを明確にする趣旨です。

⑷ 株主等通知公告は、官報が定款に定める公告方法でない場合には官報で公告をしても有効

な公告となりません。また、株主総会決議が不要となる簡易組織再編や略式組織再編では、

公告をもって通知に代用できない場合もありますが（会社法第７９７条第４項第２号、第８０６

条第４項ほか）、それに限定した表現ではありませんので、そのままご利用できます。

⑸ 株券等提出公告は（株券等を発行していない場合を除く）登記申請にも必要な添付書類と

されましたので、ご注意ください。

⑹ 各公告文例には会社法の関連条文を記載しておりますので、ご参照ください。

⑺ 上記３で示した表で色分けされている事項と、それに該当する「公告例」の文言部分を同

色で示してあります。

⑻ 公告例の中で「貸借対照表事項」と「当事者事項」を省略した例文の当該部には、※貸借

対照表事項、※当事者事項、と表示しました。

なお、掲載の公告例は色分けされていますが、実際の官報に掲載される公告はモノクロに

なります。

会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ ３



４

合併異議申述及び通知公告

【※

1
】

【※

2
】

【※

3
】

【※

4
】

【※

5
】

【※

7
】

�官 �定 �官❶【吸収合併・連名標準型】 ❷【吸収合併・連名通知併用型】

【
関
連
条
文
】
七
八
九
条
ニ
項
・
七
九
九
条
二
項

【
関
連
条
文
】
七
八
三
条
六
項
・
七
八
五
条
四
項
・
七
八
七

条
四
項
・
七
八
九
条
ニ
項
・
七
九
七
条
四
項
・
七
九
九
条

二
項

【
注
】
乙
が
甲
株
式
を
所
有
し
て
い
る
場
合
は
、「
乙
の
権
利

義
務
全
部
（
甲
株
式
〇
〇
株
を
含
む
）」
と
す
る
。

�官 �定 �官❸【吸収合併・みなし総会・連名標準型】 ❹【簡易吸収合併・連名通知併用型】

【
関
連
条
文
】
七
八
九
条
ニ
項
・
七
九
九
条
二
項

【
関
連
条
文
】
七
八
三
条
六
項
・
七
八
五
条
四
項
・
七
八
七

条
四
項
・
七
八
九
条
二
項
・
七
九
七
条
四
項
・
七
九
九
条

ニ
項

【
注
】
呼
び
か
け
は
な
く
と
も
可
。
乙
が
甲
株
式
を
所
有
し

て
い
る
場
合
は
、
❷
参
照
。

�官❺【簡易＆略式吸収合併・連名標準型】

公
告
の
方
法
が
、
官
報
と
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の

を

�官
、
定
款
所
定
の
方
法
に
よ
る
も
の
を

と

表
示
し
ま
し
た
。

【
関
連
条
文
】
七
八
九
条
ニ
項
・
七
九
九
条
二
項

�定



会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ ５

【※

6
】

【※

8
】

【※

9
】

�官❻【吸収合併・有限会社＆清算会社・連名標準型】

【
関
連
条
文
】
七
八
九
条
ニ
項
・
七
九
九
条
二
項

【
注
】
特
例
有
限
会
社
・
清
算
株
式
会
社
は
、
合
併
存
続
会

社
に
は
な
れ
な
い
。

�官❼【吸収合併・同時公告・持分会社・連名標準型】

【
関
連
条
文
】
七
八
九
条
ニ
項
・
七
九
九
条
二
項

�官 �官❽【吸収合併・連名簡略型】 ❾【簡易吸収合併・存続会社単独標準型】

【
関
連
条
文
】
七
八
九
条
二
項
・
七
九
九
条
二
項

【
関
連
条
文
】
七
九
九
条
二
項

【
注
】
相
手
方
の
貸
借
対
照
表
の
開
示
も
必
要
。



６

会社分割異議申述及び通知公告

�官 �官10【吸収合併・存続会社単独簡略型】 11【吸収合併・消滅会社単独簡略型】

【
関
連
条
文
】
七
九
九
条
二
項

【
注
】
相
手
方
の
貸
借
対
照
表
の
開
示
も
必
要
。

【
関
連
条
文
】
七
八
三
条
六
項
・
七
八
五
条
四
項
・
七
八
七

条
四
項
・
七
八
九
条
二
項

�官 �官12【吸収分割・連名標準型】 13【吸収分割・承継会社単独標準型】

【
関
連
条
文
】
七
八
三
条
六
項
・
七
八
五
条
四
項
・
七
八
七

条
四
項
・
七
八
九
条
二
項
・
七
九
七
条
四
項
・
七
九
九
条

ニ
項

【
注
】
承
継
財
産
に
甲
株
式
が
含
ま
れ
る
場
合
は
、
❷
参
照
。

【
関
連
条
文
】
七
九
七
条
四
項
・
七
九
九
条
二
項

【
注
】
相
手
方
の
貸
借
対
照
表
の
開
示
も
必
要
。
そ
の
他
に

つ
い
て
は
、
12
参
照
。



会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ ７

�官 �官14【吸収分割・分割会社単独標準型】 15【吸収分割・連名簡略型】

【
関
連
条
文
】
七
八
三
条
六
項
・
七
八
五
条
四
項
・
七
八
七

条
四
項
・
七
八
九
条
二
項

【
注
】
13
参
照
。

【
関
連
条
文
】
七
八
三
条
六
項
・
七
八
五
条
四
項
・
七
八
七

条
四
項
・
七
八
九
条
二
項
・
七
九
七
条
四
項
・
七
九
九
条

二
項

【
注
】
13
参
照
。

�官 �官16【吸収分割・承継会社単独簡略型】 17【吸収分割・分割会社単独簡略型】

【
関
連
条
文
】
七
九
七
条
四
項
・
七
九
九
条
二
項

【
注
】
13
参
照
。

【
関
連
条
文
】
七
八
三
条
六
項
・
七
八
五
条
四
項
・
七
八
七

条
四
項
・
七
八
九
条
二
項

【
注
】
13
参
照
。

�官 �官18【新設分割・標準型】 19【新設分割・簡略型】

【
関
連
条
文
】
八
〇
四
条
五
項
・
八
〇
六
条
四
項
・
八
〇
八

条
四
項
・
八
一
〇
条
二
項

【
注
】
他
社
と
共
同
で
な
す
新
設
分
割
を
単
独
で
公
告
す
る

場
合
に
は
、
他
社
の
商
号
及
び
住
所
並
び
に
最
終
貸
借
対

照
表
も
記
載
事
項
。

【
注
】
18
参
照
（
関
連
条
文
を
含
む
）。



８

組織変更公告

�官20【共同新設分割・連名標準型】

【
関
連
条
文
】
八
〇
四
条
五
項
・
八
〇
六
条
四
項
・
八
〇
八

条
四
項
・
八
一
〇
条
二
項

�官 �官21【組織変更・持分会社簡略型】 22【組織変更・株式会社標準型】

【
関
連
条
文
】
七
八
一
条
ニ
項

【
関
連
条
文
】
七
七
六
条
三
項
・
七
七
七
条
四
項
・
七
七
九

条
二
項



会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ ９

効力発生日変更公告 解散公告

資本金及び準備金減少公告

�定 �官23【効力発生日変更公告】 24【解散公告】

【
関
連
条
文
】
七
八
〇
条
二
項
・
七
八
一
条
二
項
・
七
九
〇

条
二
項
・
七
九
三
条
二
項

【
注
】
必
要
に
よ
り
吸
収
合
併
を
「
組
織
変
更
」、「
株
式
交

換
」、「
吸
収
分
割
」
に
変
更
。
公
告
の
主
体
は
、
組
織
変

更
す
る
会
社
や
吸
収
合
併
消
滅
会
社
等
の
側
で
あ
る
。

【
関
連
条
文
】
四
九
九
条
・
六
六
〇
条

【
注
】
合
同
会
社
の
場
合
は
、「
株
主
総
会
の
決
議
」
を
「
総

社
員
の
同
意
」
に
置
き
換
え
る
。

�官 �官25【資本金額減少・標準型】 26【資本金額減少・簡略型】

【
関
連
条
文
】
四
四
九
条
二
項
・
六
二
七
条
二
項

【
注
】
一
部
で
も
資
本
準
備
金
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
及

び
そ
の
額
を
記
載
す
る
必
要
が
あ
る
。

【
関
連
条
文
】
四
四
九
条
二
項
・
六
二
七
条
二
項

【
注
】
25
参
照
。



１０

�官 �官27【資本金額減少・同時増資標準型】 28【準備金額減少・標準型】

【
関
連
条
文
】
四
四
九
条
二
項

【
注
】
25
参
照
。

【
関
連
条
文
】
四
四
九
条
二
項

【
注
】
一
部
を
資
本
金
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の

額
を
記
載
す
る
必
要
が
あ
る
。

【
注
】
★
★
に
は
、「
資
本
」
又
は
「
利
益
」
が
入
る
。
た
だ

し
、
資
本
準
備
金
と
利
益
準
備
金
を
と
も
に
減
少
す
る
場

合
に
は
、「
資
本
準
備
金
の
額
を
〇
〇
円
、
利
益
準
備
金

の
額
を
�
�
円
減
少
」
と
す
る
。

�官 �官29【準備金額減少・簡略型】 30【資本金額＆準備金額減少・標準型】

【
関
連
条
文
】
四
四
九
条
二
項

【
注
】
28
参
照
。

【
関
連
条
文
】
四
四
九
条
二
項

�官31【準備金額減少・同時増資型】

【
関
連
条
文
】
四
四
九
条
二
項

【
注
】
28
参
照
。



会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ １１

株主等通知公告

（�）基準日設定公告

■以下の公告は、いずれも、定款所定の公告方法によらなければなりませんので、当該公告方法が日刊新聞

紙又は電子公告である場合には、官報で公告をしたとしても、有効な公告とはなりません。

■種類株式を対象とした場合には、適宜、本文を修正したり、文末に「ただし、対象となる株式及び株主は

☆☆株式及びそれを所有する株主に限り…」などと修正する必要があります。

�定 �定 �定32【株主総会の議決権に関する事項】 33【剰余金の中間配当に関する事項】 34【株式等の有償割当てに関する事項】

【
関
連
条
文
】
一
二
四
条
三
項

【
関
連
条
文
】
一
二
四
条
三
項

【
関
連
条
文
】
一
二
四
条
三
項

【
注
】
募
集
新
株
予
約
権
と
い
う
場
合
も
あ
る
。

�定 �定35【株式等の無償割当てに関する事項】 36【株式分割に関する事項】

【
関
連
条
文
】
一
二
四
条
三
項

【
関
連
条
文
】
一
二
四
条
三
項



１２

（�）定款変更等通知公告等

�定 �定37【株券廃止に関する事項】 38【単元株式数設定等に関する事項】

【
関
連
条
文
】
二
一
八
条
一
項
・
四
項

【
注
】
株
券
を
発
行
し
て
い
な
い
会
社
で
は
、
な
お
書
を
削

除
。

【
関
連
条
文
】
一
一
六
条
四
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。

【
注
】
単
元
株
式
数
の
変
更
・
廃
止
で
も
同
様
の
公
告
と
な

る
。

�定 �定39【株式譲渡制限設定に関する事項】 40【全部取得条項設定に関する事項】

【
関
連
条
文
】
一
一
六
条
四
項
・
一
一
八
条
四
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。

【
関
連
条
文
】
一
一
六
条
四
項
・
一
一
八
条
四
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。

�定 �定41 42

【
関
連
条
文
】
一
一
六
条
四
項
・
一
八
一
条
二
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。

【
関
連
条
文
】
一
一
六
条
四
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。



会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ １３

�定 �定43 44

【
関
連
条
文
】
一
一
六
条
四
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。

【
関
連
条
文
】
一
一
六
条
四
項

�定 �定45 46

【
関
連
条
文
】
一
一
六
条
四
項
・
一
八
一
条
二
項

【
注
】
な
お
書
は
、
会
社
法
第
一
一
六
条
第
四
項
の
任
意
。

【
関
連
条
文
】
一
七
二
条
三
項

【
注
】
取
得
日
の
記
載
は
任
意
。

�定47

【
関
連
条
文
】
二
〇
一
条
四
項



１４

（�）組織再編等通知公告

�定 �定48 49

【
関
連
条
文
】
七
八
三
条
六
項
・
七
八
五
条
四
項
・
七
八
七

条
四
項
・
七
九
七
条
四
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。

【
関
連
条
文
】
七
九
七
条
四
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。

�定 �定50 51

【
関
連
条
文
】
七
八
三
条
六
項
・
七
八
五
条
四
項
・
七
八
七

条
四
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。

【
関
連
条
文
】
八
〇
四
条
五
項
・
八
〇
六
条
四
項
・
八
〇
八

条
四
項

�定 �定 �定52 53 54

【
関
連
条
文
】
八
〇
四
条
五
項
・
八
〇
六
条
四
項
・
八
〇
八

条
四
項

【
注
】
他
社
と
共
同
し
な
い
場
合
は
、
な
お
書
以
下
削
除
。

【
関
連
条
文
】
四
六
九
条
四
項

【
注
】
全
部
譲
受
け
の
場
合
で
譲
受
け
資
産
に
当
社
株
式
が

含
ま
れ
る
際
は
、「
〇
〇
〇
事
業
（
当
社
株
式
〇
〇
株
を

含
む
）」
と
す
る
。
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。

【
関
連
条
文
】
八
一
六
条
の
六
、
四
項

【
注
】
効
力
発
生
日
の
記
載
は
任
意
。



会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ １５

（�）株券等提出公告

�定 �定 �定55 56 57

【
関
連
条
文
】
二
一
九
条
一
項

【
関
連
条
文
】
二
一
九
条
一
項

【
関
連
条
文
】
二
一
九
条
一
項

�定 �定 �定58 59 60

【
関
連
条
文
】
二
一
九
条
一
項

【
関
連
条
文
】
二
一
九
条
一
項
・
二
九
三
条
一
項

【
注
】
カ
ッ
コ
内
に
該
当
が
な
い
場
合
は
削
除
。

【
関
連
条
文
】
二
一
九
条
一
項
・
二
九
三
条
一
項

【
注
】
カ
ッ
コ
内
に
該
当
が
な
い
場
合
は
削
除
。

�定 �定 �定61 62 63

【
関
連
条
文
】
二
一
九
条
一
項
・
二
九
三
条
一
項

【
注
】
カ
ッ
コ
内
に
該
当
が
な
い
場
合
は
削
除
。

【
関
連
条
文
】
二
一
九
条
一
項
・
二
九
三
条
一
項

【
注
】
カ
ッ
コ
内
に
該
当
が
な
い
場
合
は
削
除
。

【
関
連
条
文
】
二
一
九
条
一
項
・
二
九
三
条
一
項



�

各
種
の
法
定
公
告
の
ほ
か
、
お
知
ら
せ
広
告
も
受
け
付
け
て
お
り
ま
す
の
で
、

掲
載
方
法
等
に
つ
い
て
不
明
な
点
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
最
寄
り
の
公
・
広
告
取

次
所
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

広
告
の
記
載
例

⑴

株
主
名
簿
管
理
人
設
置
の
お
知
ら
せ

⑵

株
主
名
簿
管
理
人
変
更
の
お
知
ら
せ

⑶

商
号
変
更
の
お
知
ら
せ

⑷

増
資
完
了
の
ご
挨
拶

⑸

本
店
移
転
に
つ
い
て
の
お
知
ら
せ

⑹

商
号
変
更
に
伴
う
株
券
提
出
の
お
知
ら
せ

⑺

会
社
設
立
の
お
知
ら
せ

１６



大会社以外の会社で非公開会社

資産の部…… 流動資産

固定資産

繰延資産

負債の部…… 流動負債

引当金（設けたとき）

固定負債

引当金（設けたとき）

純資産の部… 株主資本＊

評価・換算差額等＊

株式引受権

新株予約権

�
決
算
公
告
は
国
が
発
行
す
る
官
報
へ

決算公告の記載方法
決算公告は、会社法及び会社計算規則に基づいて、大会社以外の会社（非公開会社と公

開会社）及び大会社（非公開会社と公開会社）のそれぞれの会社に応じた決算公告の記載

方法が定められています。

※表示言語

日本語をもって表示するものとなっていますが、その他の言語をもって表示すること

が不当でない場合は、この限りではありません。

※要旨の金額の表示の単位

百万円単位又は十億円単位をもって表示することができます（ただし、会社の財産又

は損益の状態を的確に判断することができなくなるおそれがあるときは、適切な単位を

もって表示しなければなりません）。

●貸借対照表の公告を要します。損益計算書の

公告は要しません。

貸借対照表の要旨は、おおむね次のように区分

して記載します。

＊� 株主資本にかかわる項目は次に掲げる項目に分

類しなければなりません。

資本金

新株式申込証拠金

資本剰余金

資本準備金

その他資本剰余金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

自己株式

自己株式申込証拠金

＊� 評価・換算差額等にかかわる項目は次に掲げる

項目に分類しなければなりません。

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

（注）当期純損益金額を付記しなければなりません。

会社法 法定公告について

‐公告掲載例‐

１７



資産の部…… 流動資産

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

繰延資産

負債の部…… 流動負債

引当金（設けたとき）

固定負債

引当金（設けたとき）

純資産の部… 株主資本＊

評価・換算差額等＊

株式引受権

新株予約権

大会社以外の会社で公開会社

●貸借対照表の公告を要します。損益計算書の公告は要しません。

貸借対照表の要旨は、おおむね次のように区分して記載します。

＊１ 株主資本にかかわる項目は次に掲げる項目に分類しなければなりません。

資本金

新株式申込証拠金

資本剰余金

資本準備金

その他資本剰余金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

自己株式

自己株式申込証拠金

＊２ 評価・換算差額等にかかわる項目は次に掲げる項目に分類しなければなりません。

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

※ 上記以外にも、資産の部及び負債の部について、公開会社の財産の状態を明らかにするため重要な適宜

の科目に細分しなければなりません。

（注）当期純損益金額を付記しなければなりません。

１８



大会社で非公開会社

貸借対照表

資産の部…… 流動資産

固定資産

繰延資産

負債の部…… 流動負債

引当金（設けたとき）

固定負債

引当金（設けたとき）

純資産の部… 株主資本＊１

評価・換算差額等＊２

株式引受権

新株予約権

損益計算書

売上高

売上原価

売上総利益又は売上総損失

販売費及び一般管理費

営業利益又は営業損失

営業外収益

営業外費用

経常利益又は経常損失

特別利益又は特別損失

税引前当期純利益又は税引前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益又は当期純損失

●貸借対照表及び損益計算書の公告を要します。

貸借対照表及び損益計算書（大会社のみ）の要旨は、おおむね次のように区分して記載します。

＊１ 株主資本にかかわる項目は次に掲げる項目に分類しなければなりません。

資本金

新株式申込証拠金

資本剰余金

資本準備金

その他資本剰余金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

自己株式

自己株式申込証拠金

＊２ 評価・換算差額等にかかわる項目は次に掲げる項目に分類しなければなりません。

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

※ その他、各項目は、株式会社の損益の状態を明らかにする必要があるときは、重要な適宜の科目に細分しなければ

なりません。また、当該項目にかかわる利益又は損失を示す適当な名称を付さなければなりません。

会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ １９



大会社で公開会社

貸借対照表

資産の部…… 流動資産

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

繰延資産

負債の部…… 流動負債

引当金（設けたとき）

固定負債

引当金（設けたとき）

純資産の部… 株主資本＊１

評価・換算差額等＊２

株式引受権

新株予約権

損益計算書

売上高

売上原価

売上総利益又は売上総損失

販売費及び一般管理費

営業利益又は営業損失

営業外収益

営業外費用

経常利益又は経常損失

特別利益又は特別損失

税引前当期純利益又は税引前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益又は当期純損失

●貸借対照表及び損益計算書の公告を要します。

貸借対照表及び損益計算書の要旨は、おおむね次のように区分して記載します。

＊１ 株主資本にかかわる項目は次に掲げる項目に分

類しなければなりません。

資本金

新株式申込証拠金

資本剰余金

資本準備金

その他資本剰余金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

自己株式

自己株式申込証拠金

＊２ 評価・換算差額等にかかわる項目は次に掲げる

項目に分類しなければなりません。

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

※ その他、各項目は、株式会社の損益の状態を明ら

かにする必要があるときは、重要な適宜の科目に

細分しなければなりません。また、当該項目にか

かわる利益又は損失を示す適当な名称を付さなけ

ればなりません。
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大会社以外の会社

大会社以外の会社（公開会社）

�

※
掲
載
料
金
は
、
令
和
四
年
一
月
一
日
現
在
の
も
の
で
す
。

※
大
き
さ
は
原
寸
大
で
表
示
し
て
あ
り
ま
す
。

決
算
公
告
の
官
報
掲
載
例

決算公告に関する会社法等の規定

一．

公
告
の
義
務
、
時
期
及
び
方
法

株
式
会
社
は
、「
定
時
株
主
総
会
の
終
結
後
遅
滞
な
く
、
貸
借
対
照
表
（
大
会
社
に
あ
っ
て
は
、
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
）
又
は
そ
の
要
旨
を
定
款
所
定
の
方
法
に
従
っ
て

公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
会
社
法
に
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

そ
の
他
の
方
法
と
し
て
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
開
示
す
る
と
い
う
方
法
も
あ
り
ま
す
。
た
だ
し
、
こ
の
場
合
に
は
貸
借
対
照
表
の
全
文
を
五
年
間
開
示
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
（
会
社

法
第
四
四
〇
条
第
一
項
・
第
二
項
・
第
三
項
）。

な
お
、
有
価
証
券
報
告
書
提
出
会
社
に
あ
っ
て
は
、
右
記
の
適
用
は
あ
り
ま
せ
ん
（
以
上
、
会
社
法
第
四
四
〇
条
第
四
項
）。

二．

罰
則
規
定

公
告
を
怠
り
又
は
不
正
の
公
告
を
し
た
場
合
に
は
、
行
政
罰
と
し
て
「
一
〇
〇
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
」
と
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
（
会
社
法
第
九
七
六
条
第
二
号
）。

不
正
な
公
告
に
よ
り
第
三
者
に
損
害
を
与
え
た
場
合
に
は
、
会
社
や
役
員
等
が
損
害
賠
償
責
任
を
負
う
場
合
が
あ
り
ま
す
（
民
法
第
七
〇
九
条
、
会
社
法
第
三
五
〇
条
、
第
四
二
九

条
第
二
項
第
一
号
ニ
）。

❶この公告は、�枠で７４，３３１円（本体６７，５７４円）です。

❷この公告は、�枠で１１１，４９７円（本体１０１，３６１円）です。

❸この公告は、�枠で１１１，４９７円（本体１０１，３６１円）です。

会社法 法定公告について

‐公告掲載例‐
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大会社（公開会社）

枠組公告料金

枠組公告は、�ページ（A４判）を２４枠（�段×�枠）としております。

�枠の大きさは、横２．９cm×縦６．１cm です。

料金は�枠３３，７８７円×枠数＋税。

ページの指定もできます。�枠４５，４３７円×枠数＋税。

❹この公告は、�枠で２９７，３２５円（本体２７０，２９６円）です。

２２



❺この公告は、�枠で１４８，６６２円（本体１３５，１４８円）です。

❻この公告は、�枠で１４８，６６２円（本体１３５，１４８円）です。

❼この公告は、�枠で１４８，６６２円（本体１３５，１４８円）です。

会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ ２３



大会社

❽この公告は、�枠で２２２，９９４円（本体２０２，７２２円）です。

２４



１．お申込み・入稿［お客様］

官報公・広告のお申込み、お問合せは、

最寄りの取次所へ。

インターネット、FAX、郵送、来店

などで、原稿・申込書をお送り下さい。

２．ご連絡・原稿作成［取次所］

掲載日や原稿の内容について取次所

よりご連絡を差し上げます。それに

基づき取次所は校正紙を作成します。

３．校正紙の確認［お客様］

作成した校正紙をお客様にお渡しし、

誤字脱字などがないかチェックして

いただきます。

※掲載までの日数が少ない場合、校正紙

の確認のお時間をとれないことがござ

います。

４．校正完了［お客様］

校正紙の確認の結果、修正があれば

その指示をしていただきます。修正

がなければ校正完了のご連絡をいた

だきます。

※校正完了のご連絡をいただいた後は、

原則として、修正・取消しができなく

なりますのでご注意下さい。

５．印刷→掲載

校正完了後、国立印刷局に入稿され、

印刷・掲載となります。

公告のお申込みから掲載までの流れ

会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ ２５



官 報 のご紹介

政府情報の公的な伝達手段、国民と政府をつなぐ官報
法令など政府情報の公的な伝達手段である官報は、明治１６年（１８８３年）に太政官

文書局から創刊されました。現在では、内閣府が行政機関の休日を除き毎日発行してい

ます。国立印刷局では、官報の編集、印刷及びインターネット配信を行うとともにその

普及に努め、国政上の重要事項を正確かつ確実に伝達・提供しています。

◆官報には、本紙・号外・政府調達公告版・目録があります。

◆法定公告や決算公告は、本紙又は号外に掲載されることとなります。

◆政府調達公告版は、政府機関等が調達する一定金額以上の物品または

役務の入札公告等が掲載されておりますので、新たなビジネスチャン

スにお役立ていただけます（随時発行）。

●官報 定期購読（�か月）…………１，６４１円（本体１，５２０円）
部売り（�部３２頁まで）……１４３円（本体 １３０円）

配送料別

●法令全書
B�判
定価：８，９１０円（本体８，１００円）

●国会本会議録（衆議院・参議院）

部売り（�部３２頁まで）……１１０円（本体 １００円）
配送料別

２６



公文

●

●

●

●

●

●

●

政府や各府省などが公布する文書

法律・政令・条約
国家の決定事項や外国との間の決定事項

内閣官房令／府令・省令／規則／告示
各府省の決定事項

国会事項
国会に関する事項

人事異動
大臣や各省庁などの人事異動

叙位・叙勲・褒賞
国に貢献した人物等に授与、位などの公表

官庁報告
最低賃金や国家試験に関する事項

資料

公告

●

●

●

●

国や各府省、特殊法人、
地方公共団体などからの告知

入札告示・落札告示／官庁告示
検察庁や法務局等からの告知

裁判所告示／特殊法人等
法律で公告が義務付けられている内容（ 高速道路の
料金の額の変更や、国家資格の登録者など）

地方公共団体
教育職員の免許の失効や墓地の改葬、行旅死亡人の
告知など

会社その他
合併や資本金の減額や決算に関する事項

◆ 官報を構成する記事

官報には、政府や各府省が国民に広く知らせるために発表する公文や公告、会社法

による法定公告等の記事が掲載されています。

掲載量は日々変動し、本紙だけでなく号外を発行する場合があります。

会社法 法定公告について‐公告掲載例‐ ２７



国立印刷局HPより

官報情報検索サービス インターネット版官報

収録期間

利用対象

閲覧方法

官報または官報情報検索サービスは、主な公共図書館で閲覧可能です。

詳しくは、各図書館にお問合せください。

官報情報は、以下の方法によりインターネット上でも閲覧が可能です。

インターネットで官報閲覧

インターネット利用可能な方
(無料)

契約会員
(有料)

日付を選択し、目次から目的の
記事を探す
(キーワード検索機能なし）

日付、記事種別、キーワード
等で検索する

昭和　22　年5月3日
　　　　　　～当日発行分

平成　15　年7月　15　日以降の法律、政
令等及び平成　28　年4月1日以降の
政府調達の官報情報
※直近　30　日分の官報は全て閲覧できます

２８



官報情報

国の様々な情報をいち早く！

官報情報
検索サービス
https://search.npb.go.jp/

●必要なデータを瞬時に検索！

●昭和　22　年　5　月　3　日から当日発行分まで検索可能！

●利用料金は月額制(定額)で何度でもアクセス可能！

日付検索のみ

日付検索＋記事検索

官報定期購読者割引料金 官報定期購読者以外の料金

無　料　(Ａ)

528円(本体480円)(Ｂ)

1,672円(本体1,520円)(Ｃ)

2,200円(本体2,000円)(Ｄ)

■月額利用料金（税込）

■お申込み及びお支払い方法
　お近くの官報販売所にお問合せください。　(裏面に記載)
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